
 

別紙 

米の需要拡大のために行う米を利用した新たな商品の開発等・ニーズに基づく播種前契約

のための取組の事業実施主体の公募に係る応募書類チェックシート 

 

・応募書類の内容 

応募者ﾁｪｯｸ欄 

様 式 応 募 書 類 
事務局 

ﾁｪｯｸ欄  

該当す

るもの

を選択 

☐ 
 

別紙 応募書類チェックシート（本紙） ☐ 

☐ 
 別紙様式 

１ 
提出用鑑 ☐ 

☐ 

☐ 
別紙様式 

２－１ 

事業実施計画（米を利用した新たな商品の開発等

の取組） 
☐ 

☐ 
別紙様式 

２－２ 

事業実施計画（ニーズに基づく播種前契約のため

の取組） 

☐ 

☐ 
別紙様式 

３－１ 

環境負荷低減のチェックシート（民間事業者・自

治体等向け） 
☐ 

☐ 
別紙様式 

３－２ 

環境負荷低減のチェックシート（食品関連事業者

向け） 

☐ 
 

 
定款、役員名簿、組織規程、経理規程等の組織運

営に関する規程（又はこれに準ずるもの） 
☐ 

☐ 
 

 
総会等で承認されている直近の事業計画・報告

書、収支予算・決算等 
☐ 

☐ 
 

 その他参考資料 ☐ 

 （注）添付書類のうち、応募者のウェブサイトにおいて閲覧が可能なものについては、当

該ウェブサイトの URLを記載することにより当該資料の添付を省略できます。 

 

・応募書類のファイル形式（電子メールによる提出の場合） 

応募者 

ﾁｪｯｸ欄 
提 出 形 式 

☐ 応募書類一式をまとめたＰＤＦファイル 

☐ 
ＰＤＦに変換する前の別紙、別紙様式１、別紙様式２及び別紙様式３－１又は３

－２の元ファイル 

（注) 応募書類について漏れがないか確認いただいた後、応募者チェック欄に☑と記した

上で、本紙も提出してください。 



別紙様式１ 
   

番   号  

年 月 日  

 

農林水産省農産局長殿 

 

 

住所 

団体名 

代表者氏名          

 

 

 

米穀周年供給・需要拡大支援事業のうち業務用米、新市場開拓用米等の安定取引拡大

支援（米の需要拡大のために行う米を利用した新たな商品の開発等・ニーズに基づく

播種前契約のための取組）の事業実施主体への応募について 

 

 

 

 米穀周年供給・需要拡大支援事業のうち業務用米、新市場開拓用米等の安定取引拡大

支援（米の需要拡大のために行う米を利用した新たな商品の開発等・ニーズに基づく播

種前契約のための取組）に係る公募要領第 11に基づき、別添のとおり応募します。 

 

 

 

 



別紙様式２－１ 

米の需要拡大のために行う米を利用した新たな商品の開発等・ 

ニーズに基づく播種前契約のための取組 事業実施計画 

（米を利用した新たな商品の開発等の取組） 

 

 

１ 事業実施主体の概要 

(1) 事業実施主体の名称 

 (注)ふりがなを付すこと。 

 

(2) 主たる事務所の所在地 

 

(3) 代表者の役職名及び氏名 

(注)ふりがなを付すこと。 

 

(4) 設立目的 

 

(5) 設立年月日及び事業年度（ 月～ 月） 

 

(6) 直近の収支予算、収支決算 

 

(7) 主たる業務の内容 

 

(8) 過去の類似・関連事業の実績、実施内容等 

 

(9) 事業実施体制（事業実施・経理その他管理体制） 

（注）補助事業を実施できる能力、補助事業に係る経理その他の事務について適切な管理体制

及び処理能力を有する内容を示すこと。なお、記載内容を別葉とすることができる。 

また、公募要領第３の２の（２）の取組を行う者を募集する際、当該者の公募選考を行

う体制を構築していることについても記載すること。 

 

 

２ 取組方針 

(1)米の需要拡大・創出に向けた課題 

（注）米の需要を拡大・創出し、主食用米の需要に応じた生産と安定的な供給の確保のために、

何が課題であると考えているかについて記述すること。 

 

(2) (1)の課題を解決するための本事業の取組概要 

 

注：必要に応じて別紙を用いるなどして記載すること。  

 

 

３ 取組における成果目標 

（１）成果目標 

成果目標の具体的な内容 
目標値 

（〇〇年度） 

本事業に参加した事業実施者の新商品における米の使用量の総量 トン 



本事業に参加した事業実施者の新商品における販売額の総額 円 

注１：成果目標の達成年度は、事業実施年度から３年後の年度とし、達成年度単年度の成果目標

を設定すること。 

２：成果目標は、既存商品に係る米の使用量が減るものではないこと。 

３：米の使用量は、玄米等を使用する場合は精米換算（玄米重量×90.6%）して設定すること。 

 

（２）目標値の算出根拠等 

ア 目標値の算出根拠 

 

イ 取組による波及効果 

 

ウ 事業成果・効果の検証方法 

 

 

 

４ 取組内容、実施体制及びスケジュール 

（１）取組内容 

①新商品の開発・販路開拓のための環境整備 

ア 事業実施者の公募選考の実施 

 

（注）募集の時期、範囲及び方法、審査の方法及び考え方について記載。審査については、取

組事業者の適格性、取組の妥当性・効率性等の確認方法を記載。 

イ 米の需要拡大・創出のための取組 

  

（注）実施しようとする取組内容を具体的に記載すること。 

 

 

注１：必要に応じて別紙を用いるなどして記載すること。 

２：同一の取組内容で本事業以外の農林水産省又は他の省庁の補助金の交付を受けている又は

受ける予定がある場合はその旨を記載すること。 

 

②事業実施者による新商品の開発・販路開拓 

 

（注）補助を行う事業実施者の取組内容を具体的に記載すること。 

 

注：必要に応じて別紙を用いるなどして記載すること。 

 

（２）実施体制 

 

（注）事業を実施していく上での、関係者等との協力体制や実施体制についてわかりやすく記

入してください。また、事業実施責任者及び補助者の役職・氏名及び役割分担等の事業実

施体制がわかる概念図やフロー図等を添付してください。 

 

注：必要に応じて別紙を用いるなどして記載すること。 

 



（３）実施スケジュール 

取組項目 月 月 月 月 月 月 月 月 月 

          

          

注１：（１）に記載した取組ごと、月ごとにスケジュールを記載すること。 

 ２：必要に応じて記入欄を追加すること。 

 

（４）事業完了予定年月日 

 （注）令和７年３月31日を超えない日を記載すること。 

 

５ 事業に要する経費及び負担区分 

（１）総括表 

事業の内容 
事業費 

（A＋B） 

負担区分 

備考 
国費 

補助金 

(A) 

その他 

（自社負担） 

(B) 

１ 新商品の開発・販路開拓のための環境整備 

（１）事業実施者の公募選考の実施 

（２）米の需要拡大・創出のための取組 

 

２ 事業実施者による新商品の開発・販路開拓 

（１）新商品の開発等に必要な検討・試作品の製

造等 

（２）新商品の開発・製造等に必要な機器の開発

・改良等 

（３）新商品のプロモーション 

 ア ＰＲのためのパンフレットの作成等 

イ 試食会等の開催、商談会等の出展 

ウ テストマーケティング 

円 

 

円 円  

合計     

注：１：事業の一部を他の者に委託する場合には、委託先（委託先が未定の場合はその選定方法）

及び委託費を備考欄に記入すること。 

  ２：下記に該当しない場合は、A 欄は税抜き価格で記載し、国庫補助金に係る消費税仕入控

除税額は備考欄に記載すること。 

□ 免税事業者 

□ 簡易課税制度の適用を受ける者 

□ 消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公益法人等）又は人格のない社団・財団

であって、当該事業年度における補助金等の特定収入割合が５％超となることが確実



に見込まれるもの 

 

（２）積算内訳 

 

区 分 事 業 費 

（A＋B） 

負担区分  

備  考 

国庫補助金 

(A) 

その他 

（自社負担） 

(B) 

※事業の内容との関係が

分かるよう可能な限り

具体的な積算に努める

こと。 

円 円 円  

 

計 

    

注 

１：区分の詳細は、実施要領別記３の別表イの費目（細目）に従って記載すること。具体的

な内容についてはかっこ書きで記載すること。 

２：事業の一部を他の者に委託する場合には、備考欄に該当部分の経費、委託先（委託先が

未定の場合はその選定方法）と委託する事業の内容が分かるように記載すること。 

３：備考欄には、積算根拠等（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載することと

し、人件費、謝金及び賃金については、その単価等が分かる資料を添付すること。欄に

記載しきれない積算根拠詳細がある場合は、該当資料名を明記した上で別途見積書等を

添付すること。 

４：旅費については、実費支給の場合も含め自社の旅費規程を添付すること。 

 

 

６ 事業担当者連絡先 

（１）役職名及び氏名 

 

（２）郵便番号及び住所 

 

（３）電話番号及びFAX番号 

 

（４）Eメールアドレス 

 

 

７ 添付書類 

（１）環境負荷低減のチェックシート 

（２）定款、役員名簿、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規程（又はこれに準ずるもの）

及び総会等で承認されている直近の事業計画・報告書、収支予算・決算等 

（３）新たに設立された団体にあっては、設立に関する関係者の協議・調整等を示す書類（設立

総会資料、設立総会議事録等） 



（４）その他参考資料 

 

 

（注）１：本事業実施計画における記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複

する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するに当たっ

ては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同

じ旨を記載することとする。 

２：添付書類のうち、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能なものについては、当該

ウェブサイトのURLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 



別紙様式２－２ 

米の需要拡大のために行う米を利用した新たな商品の開発等・ 

ニーズに基づく播種前契約のための取組 事業実施計画 

（ニーズに基づく播種前契約のための取組） 

 

 

１ 事業実施主体の概要 

(1) 事業実施主体の名称 

 (注)ふりがなを付すこと。 

 

(2) 主たる事務所の所在地 

 

(3) 代表者の役職名及び氏名 

(注)ふりがなを付すこと。 

 

(4) 設立目的 

 

(5) 設立年月日及び事業年度（ 月～ 月） 

 

(6) 直近の収支予算、収支決算 

 

(7) 主たる業務の内容 

 

(8) 過去の類似・関連事業の実績、実施内容等 

 

(9) 事業実施体制（事業実施・経理その他管理体制） 

（注）補助事業を実施できる能力、補助事業に係る経理その他の事務について適切な管理体制

及び処理能力を有する内容を示すこと。なお、記載内容を別葉とすることができる。 

また、公募要領第３の２の（４）の取組を行う者を募集する際、当該者の公募選考を行

う体制を構築していることについても記載すること。 

 

 

２ 取組方針 

(1)米の需要に応じた生産・販売に向けた課題 

（注）米の需要に応じた生産・販売を推進し、主食用米の需要に応じた生産と安定的な供給の

確保のために、何が課題であると考えているかについて記述すること。 

 

(2) (1)の課題を解決するための本事業の取組概要 

 

注：必要に応じて別紙を用いるなどして記載すること。  

 

 

３ 取組における成果目標 

（１）成果目標 

成果目標の具体的な内容 
目標値 

（〇〇年度） 

本事業に参加した事業実施者のニーズに基づく播種前契約の契約

数量の総量 
トン 



本事業に参加した事業実施者のニーズに基づく播種前契約の契約

件数の総数 
件 

注１：成果目標の達成年度は、事業実施年度から３年後の年度とし、達成年度単年度の成果目標

を設定すること。 

２：米の契約数量は、玄米等を使用する場合は精米換算（玄米重量×90.6%）して設定すること。 

 

（２）目標値の算出根拠等 

ア 目標値の算出根拠 

 

イ 取組による波及効果 

 

ウ 事業成果・効果の検証方法 

 

 

 

４ 取組内容、実施体制及びスケジュール 

（１）取組内容 

①播種前契約推進のための環境整備 

ア 事業実施者の公募選考の実施 

 

（注）募集の時期、範囲及び方法、審査の方法及び考え方について記載。審査については、取

組事業者の適格性、取組の妥当性・効率性等の確認方法を記載。 

イ ニーズに基づく播種前契約推進のための取組 

  

（注）実施しようとする取組内容を具体的に記載すること。 

 

 

注１：必要に応じて別紙を用いるなどして記載すること。 

２：同一の取組内容で本事業以外の農林水産省又は他の省庁の補助金の交付を受けている又は

受ける予定がある場合はその旨を記載すること。 

 

②事業実施者によるニーズに基づく播種前契約のための取組 

 

（注）補助を行う事業実施者の取組内容を具体的に記載すること。 

 

注：必要に応じて別紙を用いるなどして記載すること。 

 

 

（２）実施体制 

 

（注）事業を実施していく上での、関係者等との協力体制や実施体制についてわかりやすく記

入してください。また、事業実施責任者及び補助者の役職・氏名及び役割分担等の事業実

施体制がわかる概念図やフロー図等を添付してください。 

 

注：必要に応じて別紙を用いるなどして記載すること。 

 



（３）実施スケジュール 

取組項目 月 月 月 月 月 月 月 月 月 

          

          

注１：（１）に記載した取組ごと、月ごとにスケジュールを記載すること。 

 ２：必要に応じて記入欄を追加すること。 

 

（４）事業完了予定年月日 

 （注）令和７年３月31日を超えない日を記載すること。 

 

 

５ 事業に要する経費及び負担区分 

（１）総括表 

事業の内容 
事業費 

（A＋B） 

負担区分 

備考 
国費 

補助金 

(A) 

その他 

（自社負担） 

(B) 

 

３ 播種前契約推進のための環境整備 

（１）事業実施者の公募選考の実施 

（２）ニーズに基づく播種前契約推進のための取

組 

 

４ 事業実施者によるニーズに基づく播種前契

約のための取組 

（１）産地との安定的な供給体制の確立 

（２）播種前契約で調達した米を利用する商品

の開発・販売促進等 

ア 試作品の製造、パッケージの開発等 

イ 商品又は播種前契約の取組をPRするた

めの広告・宣伝 

ウ テストマーケティング 

エ 消費者等と産地との交流 

（３） 播種前契約で調達した米を利用する商品

の開発・製造等に必要な機器の開発・改良

等 

円 

 

円 円  

合計     

 



注：１：事業の一部を他の者に委託する場合には、委託先（委託先が未定の場合はその選定方法）

及び委託費を備考欄に記入すること。 

２：下記に該当しない場合は、A 欄は税抜き価格で記載し、国庫補助金に係る消費税仕入控

除税額は備考欄に記載すること。 

□ 免税事業者 

□ 簡易課税制度の適用を受ける者 

□ 消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公益法人等）又は人格のない社団・財団で

あって、当該事業年度における補助金等の特定収入割合が５％超となることが確実に見込

まれるもの 

 

（２）積算内訳 

 

区 分 事 業 費 

（A＋B） 

負担区分  

備  考 

国庫補助金 

(A) 

その他 

（自社負担） 

(B) 

※事業の内容との関係が

分かるよう可能な限り

具体的な積算に努める

こと。 

円 円 円  

 

計 

    

注 

１：区分の詳細は、実施要領別記３の別表イの費目（細目）に従って記載すること。具体的

な内容についてはかっこ書きで記載すること。 

２：事業の一部を他の者に委託する場合には、備考欄に該当部分の経費、委託先（委託先が

未定の場合はその選定方法）と委託する事業の内容が分かるように記載すること。 

３：備考欄には、積算根拠等（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載することと

し、人件費、謝金及び賃金については、その単価等が分かる資料を添付すること。欄に

記載しきれない積算根拠詳細がある場合は、該当資料名を明記した上で別途見積書等を

添付すること。 

４：旅費については、実費支給の場合も含め自社の旅費規程を添付すること。 

 

 

６ 事業担当者連絡先 

（１）役職名及び氏名 

 

（２）郵便番号及び住所 

 

（３）電話番号及びFAX番号 



 

（４）Eメールアドレス 

 

 

７ 添付書類 

（１）環境負荷低減のチェックシート 

（２）定款、役員名簿、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規程（又はこれに準ずるもの）

及び総会等で承認されている直近の事業計画・報告書、収支予算・決算等 

（３）新たに設立された団体にあっては、設立に関する関係者の協議・調整等を示す書類（設立

総会資料、設立総会議事録等） 

（４）その他参考資料 

 

 

（注）１：本事業実施計画における記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複

する場合には、その重複する部分については省略できることとし、省略するに当たっ

ては、提出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同

じ旨を記載することとする。 

２：添付書類のうち、申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能なものについては、当該

ウェブサイトのURLを記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 
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別紙様式３－1 

米を利用した新たな商品の開発等・ニーズに基づく播種前契約のための取組  

環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート 

（民間事業者・自治体等向け） 

① 食品関連事業者向け、民間事業者・自治体等向けのうち当てはまるシートを選択

し、使用してください。 

② ※の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックしてください。この場合、当該項目

のチェックは不要です。 

取組内容 
申請時 

（します） 
 

 

（１）適正な施肥    

① 
※農産物等の調達を行う場合（該当しない☐ ） 

環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討 
☐    

（２）適正な防除   

② 
※農産物等の調達を行う場合（該当しない☐ ） 

環境負荷低減に配慮した農産物等の調達を検討（再掲） 
☐   

（３）エネルギーの節減    

③ 
オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存

に努める。 
☐  

④ 

省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしない

（照明、空調、ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい機

械の利用等）ように努める 

 

☐   

⑤ 環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討 ☐  

（４）悪臭及び害虫の発生防止    

⑥ 
※肥料・飼料等の製造を行う場合（該当しない☐） 

 悪臭・害虫の発生防止・低減に努める 
☐  

（５）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分    

⑦ プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理 ☐  

⑧ 資源の再利用を検討 ☐  

（６）生物多様性への悪影響の防止    

⑨ 

※生物多様性への影響が想定される工事等を実施する場合（該

当しない ☐） 

生物多様性に配慮した事業実施に努める 

☐    
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⑩ 
※特定事業場である場合（該当しない ☐） 

排水処理に係る水質汚濁防止法の遵守 
☐   

（７）環境関係法令の遵守等    

⑪ みどりの食料システム戦略の理解 ☐  

⑫ 関連法令の遵守（注） ☐  

⑬ 環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める ☐  

⑭ 
※機械等を扱う事業者である場合（該当しない☐） 

機械等の適切な整備と管理に努める 
☐  

⑮ 正しい知識に基づく作業安全に努める ☐  

＜報告内容の確認と個人情報の取り扱いについて＞ 

・本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が

対象者を抽出し、実施状況の確認を行うことがあります。 

・記入いただいた個人情報については、本チェックシートの実施状

況確認のために農林水産省で使用し、ご本人の同意がなければ第

三者に提供することはありません。 

 

左記について 

確認しました 

□ 

 

 

 

注：「関係する法令を遵守」については、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへ

の転換等に関する法律（昭和54年法律第49号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭

和45年法律第137号）、⾷品循環資源の再⽣利⽤等の促進に関する法律（平成12年法律第

116号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第

112号）、労働安全衛⽣法（昭和47年法律第57号）、地球温暖化対策の推進に関する法律

（平成10年法律第117号）等を遵守することを示す。 



1 

 

別紙様式３－２ 

米を利用した新たな商品の開発等・ニーズに基づく播種前契約のための取組  

環境負荷低減のクロスコンプライアンス チェックシート 

（食品関連事業者向け） 

① 食品関連事業者向け、民間事業者・自治体等向けのうち当てはまるシートを選択

し、使用してください。 

② （５）⑦については、と畜場の場合には□にチェックしてください。この場合、当該項目

のチェックは不要です。 

③ （６）⑩、（６）⑪、（７）⑮の※の記載内容に「該当しない」場合には□にチェックし

てください。この場合、当該項目のチェックは不要です。 

取組内容 
申請時 

（します）  

（１）適正な施肥    

① 
※農産物等の調達を行う場合（該当しない☐ ） 

環境負荷低減に配慮した原料等の調達を検討 
☐  

（２）適正な防除  

② 
※農産物等の調達を行う場合（該当しない☐ ） 

環境負荷低減に配慮した原料等の調達を検討（再掲） 
☐ 

（３）エネルギーの節減   

③ 
工場・倉庫・車両等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に努

める 
☐  

④ 
省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないよ

うに努める 

 

☐ 
 

⑤ 環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討 
 

☐ 
 

（４）悪臭及び害虫の発生防止   

⑥ 悪臭・害虫の発生防止・低減に努める ☐  

（５）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分   

⑦ 
※と畜場でない場合（と畜場である ☐） 

食品ロスの削減に努める 
☐  

⑧ プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理 ☐  

⑨ 資源の再利用を検討 ☐  

（６）生物多様性への悪影響の防止   
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⑩ 

※生物多様性への影響が想定される工事等を実施する場合（該

当しない ☐） 

生物多様性に配慮した事業実施に努める 

☐   
 

⑪ 
※特定事業場である場合（該当しない ☐） 

排水処理に係る水質汚濁防止法の遵守 
☐   

（７）環境関係法令の遵守等    

⑫ みどりの食料システム戦略の理解 ☐  

⑬ 関連法令の遵守（注） ☐  
 

⑭ 環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める ☐  

⑮ 
※機械等を扱う事業者である場合（該当しない☐） 

機械等の適切な整備と管理に努める 
☐  

 

⑯ 正しい知識に基づく作業安全に努める ☐  

＜報告内容の確認と個人情報の取り扱いについて＞ 

・本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が

対象者を抽出し、実施状況の確認を行うことがあります。 

・記入いただいた個人情報については、本チェックシートの実施状

況確認のために農林水産省で使用し、ご本人の同意がなければ第

三者に提供することはありません。 

 

左記について 

確認しました 

□ 

 

 

 

注：「関係する法令を遵守」については、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへ

の転換等に関する法律（昭和54年法律第49号）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭

和45年法律第137号）、⾷品循環資源の再⽣利⽤等の促進に関する法律（平成12年法律第

116号）、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第

112号）、労働安全衛⽣法（昭和47年法律第57号）、地球温暖化対策の推進に関する法律

（平成10年法律第117号）等を遵守することを示す。 
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